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研究成果の概要（和文）：　九州圏内のがん臨床看護職の遺伝性腫瘍の認識、実践力、教育ニーズを明らかにすること
を目的として、がん診療を行う施設の臨床看護職を対象に郵送質問紙調査を実施した。3割ががんと遺伝に関する相談
を受け、2割が遺伝性腫瘍のケースと関わった経験があり、対応に苦慮していた。がんと遺伝に8割以上が関心をもって
いたが、遺伝性腫瘍等を知る者は1割程度で、知識の有無が対応の不安や認知度に影響を及ぼしていた。今後がん臨床
看護師が遺伝性腫瘍の対応を求められる可能性は高くなるだろう。臨床看護師自身の知識の向上のみならず、遺伝カウ
ンセリングの周知や専門／認定看護師の知識の向上等、リソースとなるものの整備も必要である。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to describe clinical cancer care nurses' knowledge of 
hereditary cancer, related practice behaviors,and training needs. A survey was mailed to 359 clinical 
cancer care nurses in Kyushu area. Although they were of immediate interest to hereditary cancer, 
cognition of hereditary cancer is lacked, knowledge was inadequate. Cancer genetics emerges into the 
cancer nursing area. Clinical cancer care nurses need to acquire the fundamental knowledge of hereditary 
cancer.

研究分野： 臨床看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
乳がんの死亡数・罹患数は共に年々増え続

けている。2011 年のがん部位別罹患数をみる 
と、新たに乳がんと診断された女性は 72,472
名で、第 1 位である。生涯乳がん罹患リスク
は 9％で 12 人に 1 人の女性が乳がんに罹患
するといわれている 1）。乳がんのうち、遺伝
要因が関係しているものは 5～10％と少なく
ない。乳がんの発症リスクが高い遺伝性腫瘍
にはいくつかあるが、今、特に注目されてい
るのが遺伝性乳がん・卵巣がん症候群
（hereditary breast and ovarian cancer : 
HBOC）である。 

HBOC は、がん修復遺伝子である BRCA1、
BRCA2 の変異が原因である。これらの遺伝
子に変異があると、乳がんの生涯発症リスク
は 36-90％、卵巣がんの場合 8-59％と、変異
のない者に比べ非常にリスクが高くなる。ま
た、乳がん、卵巣がんのみならず、前立腺が
ん、膵臓がんの発症リスクも高くなることが
明らかにされている。乳がん、卵巣がんにつ
いてみると、そのリスクは 20～30 歳代から
高まる。これは一般集団よりも若年で発症す
るということである。HBOC の遺伝形式は、
常染色体優性遺伝であるため、血縁者は性別
に関係なく 2 分の 1 の確率でリスクを共有し
ている。がん治療に関わる身体的・心理的苦
痛、がんの発症や再発を恐れることによる心
理的苦痛に長い期間さらされるのみならず、
遺伝性であることにより、結婚、出産に対す
る不安や、親族との関係性に苦慮する者も多
い。 
一方で、HBOC 診療の目的はがんの二次予

防であると言われるように、HBOC であるこ
とが早い段階でわかることで、そうでない者
に比べ適切な二次予防対策を講じていくこ
とが可能である。米国の NCCN（National 
Comprehensive Cancer Network）が策定し
たガイドラインでは、HBOC の診療の第一歩
は、乳がんや卵巣がんの患者とその血縁者か
ら、乳がんや卵巣がんを発症するリスクの高
いと思われる者を拾い上げるステップだと
述べられている 2）。この拾い上げを行うべき
者は、乳腺専門医や遺伝医療の専門家に限る
ものではなく、HBOC 関連腫瘍の医療に携わ
るすべての保健・医療従事者であり、HBOC
についてしっかりと認識しておかねばなら
ない。 
この数年の間に、日本乳がん学会や家族性

腫瘍学会等は、HBOC の医療体制構築に向け
て、HBOC の啓発のために数々のセミナー等
を開催してきた。乳腺専門医や遺伝医療の専
門家には HBOC という概念が浸透し始め、
各地域でネットワークが構築されてきてい
る。しかし、これらに主に関わっているのは
医師がほとんどであり、看護師の参入は少な
い。 
ヒトゲノムがすべて解読され、個々人の遺

伝情報をもとに個別化医療が提供され始め
ている。このような遺伝医療の中で看護師の

果たす役割は大きい。しかし、がん看護領域
においては、家族性・遺伝性に関する教育は
あまり実施されていないという現状がある 3）。
全がん患者の 5～10％を家族性・遺伝性腫瘍
の患者が占めているということからも、がん
の臨床現場で働く看護師（以下、がん臨床看
護職）が遺伝性腫瘍について知っておくこと
は近い将来必須となってくる。 
日本では、がん臨床看護職の遺伝性腫瘍

（特に HBOC）に対する認識についてはまだ
調査されていない。現時点におけるがん臨床
看護職の遺伝性腫瘍（特に HBOC）に対する
認識を明らかにすることで、HBOC 医療体制
構築に必要な、啓発、保健・医療側の受け入
れ体制の整備の方法を看護職の立場から具
体的に検討していくことが可能となり、看護
職のがん遺伝医療提供能力の向上に向けた
取り組みにつなげていくこともできる。 
 
２．研究の目的 
 遺伝性腫瘍の看護職への啓発に向けての
課題を検討する基礎資料を得るために、九州
圏内のがん臨床看護職の遺伝性腫瘍（特に
HBOC）の認識と実践力および教育ニーズを明
らかにする。 
 
３．研究の方法 
九州圏内のがん患者に関わる臨床看護職

を対象に郵送質問紙法を用いて実態調査研
究を実施した。 
九州圏内のがん患者の診療を行う300床以

上の総合病院のうち、遺伝相談部門をもつ施
設 7 施設、遺伝相談部門をもたない施設 42
施設、計 7 県 49 施設の看護部長宛に研究の
趣旨を文書で説明して研究への協力を依頼
し、協力の可否および協力可能な人数につい
て葉書で返送してもらった。30 施設から回答
を得た。協力可能な施設は 4 県 15 施設（遺
伝相談部門をもつ施設 3施設、もたない施設
12 施設、全てがん診療拠点病院）であった。
協力施設 15 施設に、研究についての説明書
と調査票および個別封筒を 359 名分送付し、
対象者への配布を依頼した。回答後の調査票
は個別封筒に入れ厳封し、施設ごとに取りま
とめて返送してもらった。データ収集は 2016
年 2月～3月に実施した。 
調査票は先行研究を参考に、①属性を問う

質問、②遺伝性腫瘍の認識（経験、認知、知
識）を問う質問、③がん遺伝看護の実践状況
を問う質問、④遺伝性腫瘍医療に関する教育
ニーズを問う質問で構成した。 
データは記述統計分析を実施した。 
本研究は所属大学医の倫理委員会で承認

を得た研究計画に基づき実施した。 
 
４．研究成果 
調査票は 306 部回収し（回収率 85％）、こ

れを分析対象とした。 
１）対象の概要 
対象の概要を表に示す。 



表 対象の概要    （N=306） 
性別 男性  16 名 （ 5.2％） 

女性 290 名 （94.8％） 
年齢 36[28～45]歳   

＊中央値[25％分位
点～75％分位点] 

臨床経験年
数 

13[ 6～22]年 

看護基礎教
育課程 

5 年一貫看護師養
成課程校 

27 名 （ 8.8％） 

看護師養成所 191 名 （62.4％） 
看護短期大学 21 名 （ 6.9％） 
看護大学 62 名 （20.3％） 

所持資格 保健師 70 名 （22.9％） 
助産師 24 名 （ 7.8％） 
看護師 304 名 （99.3％） 
准看護師 1 名 （ 0.3％） 
専門看護師 1 名 （ 0.3％） 
認定看護師 10 名 （ 3.3％） 

所属病院 遺伝相談部門有 62 名 （20.3％） 
遺伝相談部門無 244 名 （79.7％） 

勤務部署 病棟 269 名 （87.9％） 
外来 21 名 （ 6.9％） 
外来化学療法室 7 名 （ 2.3％） 
相談支援室 3 名 （ 1.0％） 
管理室 1 名 （ 0.3％） 

診療科 
(複数回答) 

乳腺科 32 名 （10.5％） 
産婦人科 86 名 （28.1％） 
消化器内科 51 名 （16.7％） 
消化器外科 140 名 （45.8％） 
腫瘍内科 6 名 （ 2.0％） 
放射線科 1 名 （ 0.3％） 
泌尿器科 5 名 （ 1.6％） 
耳鼻咽喉科 11 名 （ 3.6％） 
外科 17 名 （ 5.6％） 

がんと遺伝
に関する研
修受講経験 

経験あり 45 名 （14.7％） 
経験なし 259 名 （84.6％） 

２）がん臨床看護職の遺伝性腫瘍の認識 
（１）遺伝性腫瘍の経験 
がんと遺伝に関する相談を受けた経験を

105 名（34％）が持っており、相談への対応
方法を尋ねたところ、自分で対応・処理した
者が 24 名（23％）、他者に相談した者は 72
名（68％）、どうしたらよいのかわからない
のでやり過ごした者が 6名（6％）であった。
他者に相談した者に相談相手を尋ねると、医
師 55 名（76％）、上司 34名（47％）、専門看
護師／認定看護師 23 名（32％）が上位に挙
がった。相談を受けた経験のある者に対応上
の困難の有無を問うたところ 75 名（71％）
が困ったことがあったと回答した。その内容
は、どこまで責任をもって話してよいのかわ
からなかった 54 名（72％）、自分が持ってい
る情報が適切か判断できなかった 49 名
（65％）、話した後の本人・家族の行動と意
思決定が気がかりだった 22 名（29％）、どの
ように対応してよいのかわからなかった 19
名（25％）、相談できる人がいなかった 8 名
（11％）であった（複数回答）。 
 家族性腫瘍のケースと関わった経験は、64
名（21％）が持っており、うち HBOC のケー
スと関わった経験のある者は 44 名（全体の
14％）であった。 
 がんと遺伝に関する相談を受けた経験に

ついて、1997 年の調査 4）では経験有が 18％
であった。今回はがんに限定して 34％に経験
があったことから、今後も看護師ががんと遺
伝に関する相談を受ける可能性は高くなる
ことが推測される。相談への対応方法につい
て、2001 年の横山らの調査 5)では殆ど自分で
対応・処理するのは 2％で、96％は他者に相
談していた。今回自分で対応した者が 23％で
あったが、これは自分一人で抱えこんでいる
者も多くいることが推察される。相談相手と
して専門／認定看護師を活用していた者も
いたことから、がん関連の専門／認定看護師
は看護師から相談を受ける可能性も踏まえ
遺伝性腫瘍の最低限の知識を持っておく必
要がある。また、誰ががんと遺伝に関する対
象の抱える問題に責任をもって対応すべき
なのかが不明確であること、がん臨床看護職
のがんと遺伝に関する知識・情報の不明確さ
が明らかになった。相談相手がいないとした
者の割合が 1999 年に実施された保健師対象
の研究 6)の倍以上であったことから、がん臨
床看護職には、がんと遺伝に関する知識を得
るための研修はもちろんであるが、相談の場
や相談相手を明確にしておくことが、彼らの
対応上の困難を軽減することにつながるの
ではないかと考える。また、今回の研究で、
対象となったがん臨床看護職の 5人に 1人は
家族性腫瘍のケースと関わった経験をもっ
ていた。これは決して少なくない数である。
家族性腫瘍の頻度は 5％前後と言われており、
がん臨床経験年数をつめば家族性腫瘍のケ
ースと関わる機会が多くなる。ただ、知識が
ないことには、散発性のがんとして見逃して
しまうことがあり、研修等で知識を得て、家
族性腫瘍ならではの対応を習得しておく必
要がある。 
（２）遺伝性腫瘍の認知 
 遺伝性腫瘍、HBOC、遺伝カウンセリング、
遺伝カウンセラー、遺伝子検査の認知を、よ
く知っている、知っている、あまり知らない、
知らない、の 4段階で尋ねた結果は以下の図
の通りである。遺伝性腫瘍の認知度と研修受
講の有無との間に弱い正の相関がみられた
（Χ2=12.51、p=.000、r=.22）。HBOC の認知
度と遺伝相談部門の有無との間に弱い正の
相関が認められた（Χ2=23.32、p=.000、r=.28）。
遺伝カウンセリングの認知度と遺伝相談部
門の有無との間にやや強い正の相関が認め
られた（Χ2=65.46、p=.000、r=.47）。また研
修受講の有無（Χ2=17.43、p=.000、r=.25）、
助産師資格の有無（Χ2=19.70、p=.000、r=.26）、
産婦人科患者を対象としているかどうか（Χ
2=28.58、p=.000、r=.32）との間に弱い正の
相関を認めた。遺伝カウンセラーの認知度も
遺伝カウンセリングと同様の相関がみられ
た。また、遺伝カウンセリングを少しでも知
っていると回答した111名に実施場所を知っ
ているか尋ねたところ、知っていると回答し
た者は 31 名（28％）であった。 



 遺伝カウンセリングと遺伝子検査に対す
る考えを、とても思う、思う、あまり思わな
い、思わない、の 4段階で尋ねた結果は以下
の図の通りである。 

 今回対象となったがん臨床看護師の遺伝
性腫瘍、HBOC の認知度は低かった。HBOC に
ついて、産婦人科医の認知度は 76％7)、術後
乳がん患者の家族性乳がんの認知度は 50％8)

という報告もあり、医師－患者－看護師間で
コミュニケーションギャップが生じる可能
性がある。遺伝性腫瘍に関連する腫瘍を扱う
医師の認知度は様々な研修やセミナーの開
催により年々高まってきているが、看護師を
対象としたものは少なく、認知度が低いので
はないかと考える。研修受講の有無と認知度
に相関関係が認められたことから、認知度を
高めるためにも研修を開催し、参加を促せる
ようにしていく必要がある。また、遺伝カウ
ンセリング、遺伝カウンセラーの認知度も概
して低く、遺伝相談部門の有無と相関が認め
られた。遺伝相談部門のある施設は、まずは
自施設から、そして遺伝相談部門がない施設
の看護師に対しては研修等を通じて、がん遺
伝医療に携わる医療チームメンバーに遺伝
カウンセラーがいるということを周知して
いく必要があるだろう。また、遺伝カウンセ
リングと遺伝子検査に対する考えで、遺伝子
変異が認められたときだけにその価値があ
ると 40％が考えていた。これは遺伝カウンセ
リングが遺伝子検査を受ける前からその意
思決定を支えるプロセスであるということ
を理解していない故だと考える。遺伝関連の
助言に 80％強がためらいを感じていたが、あ
まり思わない者も 1 割強いた。H.Komatsu ら
が HBOC 患者への医療を提供したことのある
ブレストチームの医療者を対象にインタビ
ューした結果、対象らは、HBOC の遺伝情報が
複雑ゆえ、がんと遺伝という繊細な問題に対
応することへの躊躇、ためらいがあることを

明らかにしている 9)。ためらいを感じないと
いうことは、がんと遺伝の捉え方や理解の程
度が影響しているのではないかと考えられ
る。 
（３）HBOC の知識 
 HBOC について知っていると回答した 39 名
を対象に、HBOC の特徴を 5つ示し、その知識
を尋ねた。結果は表の通りである。 

表 HBOC の知識      （N=39） 

設 問 
正答人数

（正答率） 
血縁者に同一のがん、または関連がんが多
発する傾向がある。（〇） 

37 名 
（94.9％） 

若年発症の傾向にある。（〇） 
21 名 

（53.8％） 

両側に原発性乳がんを発症しやすい。（〇） 
21 名 

（53.8％） 
HBOC の女性は、生涯で必ず乳がんまたは
卵巣がんを発症する。（✕） 

18 名 
（46.2％） 

父親の家系から遺伝し得る。（〇） 
6 名 

（15.4％） 

 今回正答率が半分以下であった、HBOC 遺伝
子変異をもつ者の乳がんの生涯発症率、父親
家系から遺伝し得ることについて、1998 年の
Mouchawar らの家庭医を対象とした研究 10)や
2010年発表のReadyらの産婦人科研修医を対
象とした研究 11)でも全体的に正答率が低い
ことと一致している。HBOC 医療に携わる者は、
優性遺伝形式をとり父親の家系から遺伝し
得るということを理解しておかねば、BRCA 遺
伝子変異のリスクのある個人、家系を見逃し
てしまうことにつながり、遺伝子医療のメリ
ットが奏功しないこととなる。今後、HBOC に
関する研修等を実施する際には、遺伝形式も
十分に説明していく必要がある。 
（４）遺伝性腫瘍に対する関心 
「がんと遺伝」に関心があるか尋ねたとこ

ろ、258 名（84％）が関心があると回答した。
関心がないと回答した者にその理由を選択
回答してもらったところ、遺伝学的知識に自
信がないから（51％）、通常の看護には支障
がないから（27％）があり、他に「身近に患
者が存在しないので関心は目の前の患者に
向いてしまう」という記載があった。「家族
歴聴取に時間がかかるから」を選択した者は
いなかった。 
３）がん臨床看護職のがん遺伝看護の実践状   
  況 
がん遺伝看護の実践状況を、大体できる

（4）～全くできない（1）の 4段階で評定し
てもらった。結果は次の表の通りであった。 

表 がん遺伝看護の実践状況   （N=306） 

 

平
均
±
SD 

実践の具体的内容 
平均
±SD 

相
談
者
の
希
望
の
明
確

化 

3.02
±

0.60 

来談者が心を開きやすい環境を作る。 
3.01
±

0.67 

プライバシーの保護などについて説明す
る。 

3.30
±

0.70 

看護職が、何をするのか説明する。 
2.73
±

0.89 



最初の相談時、対象者や家族が何を目的に
訪れているのか確認する。 

2.96
±

0.74 

対象者や家族との対応場面では、言葉だけ
ではなく、表情や態度から観察する。 

3.09
±

0.65 

相
談
者
の
理
解
の
支
援 

3.08
±

0.58 

対象者や家族が疾患について（事実を）知
ることへの不安を受けとめる。 

3.01
±

0.65 

対象者や家族が疾患について理解を深める
ために、医師からの説明の場を設定する。 

3.26
±

0.68 

受診した時にはいつも、対象者の生活状況
や病状を把握する。 

2.97
±

0.68 

精
神
的
支
援 

2.97
±

0.55 

対象者や家族の性格や気質、パーソナリテ
ィを知り、看護ケアに生かす。 

2.97
±

0.62 

これまで対象者や家族が育ってきた経過、
生きてきた経過を理解する。 

3.04
±

0.63 

対象者が抱える強い不安を理解し共感しな
がら、看護ケアを行う。 

3.16
±

0.60 

看護者が自分の価値観や偏見に気づく。 
2.94
±

0.64 
対象者や家族が他者に語りにくいことが話
せ、感情表出ができるよう相談しやすい関
係を作る。 

3.01
±

0.67 

遺伝子検査等の場では、対象者の不安な思
いに気遣いつつ付き添う。 

2.80
±

0.78 

意思決定に際し対象者や家族の信条（信念）
や価値観を大切にする。 

3.11
±

0.66 

対象者や家族が本当の気持ちを出さない場
合、無理なく表現できる環境を作る。 

2.88
±

0.69 

対象者や家族がもつ遺伝性疾患へのやり場
のない気持ちや罪責感を受けとめる。 

2.81
±

0.72 

対象者と家族の意見や気持ちの差異を理解
し互いに理解できるような援助を行う。 

2.79
±

0.73 
検査の説明や検査結果の告知時は、対象者
や家族のありのままの気持ちを受け止め
る。 

3.04
±

0.70 

遺伝相談時、対象者や家族の、ありのまま
の気持ちを受け止める。 

2.99
±

0.74 

正
し
い
遺
伝
情
報
の
提
供
と
交
換 

3.00
±

0.61 

対象者の病気に関連した苦痛や症状を聴
取、観察する。 

3.12
±

0.68 

家族構成、家族歴、現在の生活状況、生活
歴を含めた家族健康歴を知る。 

3.13
±

0.68 
ケースカンファレンスに参加し、プライバ
シーに配慮して対象者や家族の思いや生活
状況等に関する情報を提供する。 

2.89
±

0.72 
家族歴の聴取の際には、第二度近親者（祖
父・祖母・伯父・伯母・甥・姪・孫）まで
の健康状態を把握する。 

2.81
±

0.77 

家系図を作成する。 
3.03
±

0.81 

生
活
支
援 

3.09
±

0.56 

入院中の対象者自身の日常生活を整えるた
めの基本的な看護援助を行う。 

3.36
±

0.70 

入院中、家族の希望を取り入れた生活ケア
を計画し実施する。 

3.22
±

0.71 

入院中、病期に伴う症状の緩和ケアをする。 
3.15
±

0.70 
入院中（治療、療養のための）や在宅ケア
の場では、対象者を含めた家族関係の状況
を把握する。 

3.11
±

0.69 

対象者や家族の生活や体調などに併せて治
療が行われるよう医師に働きかける。 

3.14
±

0.68 

対象者の話を聞くなど、建設的な方向にむ
け対象者や家族の心身のストレスを受けと
める。 

3.15
±

0.65 

手術や治療方針に対する対象者の意向や迷
いを聞き、他の医療者にもどす。 

3.08
±

0.73 
治療や療養中の対象者が、家族から孤立す
ることがないよう、対象者や家族がもつ治
療や療養計画への要望を聞きながら支援を
する。 

3.06
±

0.67 

対象者の合併症を予防し病状を悪化させな
いよう、自己管理できるための支援を行う。 

3.07
±

0.68 
対象者情報の漏出を防ぐ。遺伝性疾患をも
つことで不利益を感じたり、立場が悪くな
ったりしないよう書類の取り扱い、言動に
配慮する。 

3.32
±

0.73 

対象者の人生という観点から、治療を考え
てケアを行う。 

3.04
±

0.71 

自律的意思決定のできない人（幼児、胎児、
重度知的障害のある人）をできるだけ護る。 

3.03
±

0.74 
対象者自身が治療方針決定の過程に参加す
るに際し、対象者や家族が自分たちの意思
を伝えられるよう援助する。 

3.16
±

0.67 
成長や発達にあわせて病気をもって生活す
る方法や、自己管理していくための支援を
する。 

3.00
±

0.69 
対象者が入院している間、必要時、家族の
生活支援の資源を（経済的、家事援助、施
設紹介など）ソーシャルワーカーと協力し
て提供する。 

3.04
±

0.69 

対象者の精神状態に専門的介入が必要と判
断した場合、適切な専門家へ紹介する。 

2.90
±

0.73 

症状コントロールの方法について専門的助
言をする。 

2.83
±

0.73 
治療をどこまで行うか自律的意思決定を支
え、そのために不利が生じないよう援助を
中断しないようにする。 

2.95
±

0.73 

他
機
関
へ
の
照
会
と
連
携 

2.75
±

0.70 

対象者や家族が希望する場合、初診や受診
に付き添う。 

2.48
±

0.98 
退院後の新しい生活への移行に伴う対象者
の不安や準備調整について、外来スタッフ
と協働しながら、継続的に支援する。 

2.71
±

0.79 

対象者の診断名や治療状況について医療チ
ームの一員として情報を得る。 

2.95
±

0.73 
他施設の看護職に対象者の症状や、症状に
伴う生活レベルとその看護方法の内容を必
ず本人の許可を得て報告する。 

2.88
±

0.84 

自
己
研
鑽 

2.98
±

0.65 

対人関係のコミュニケーションスキルにつ
いて互いに学びあう。 

3.08
±

0.69 

臨床体験を共有しあい、対象者への理解を
深める。 

3.04
±

0.70 
定期的に事例検討を行い、個人、病棟、所
属部門単位で実施した看護ケアの評価を行
う。 

2.83
±

0.74 

 他機関への照会と連携の項目が他の項目
に比べてできないと評価する者が多かった。
初診や受診に付き添うことは勤務体制上困
難なことも考えられる。しかし、退院にあた
り外来と協働して継続的な支援を行うこと
が他に比べてできないと評価する者が多か
ったのは、対象理解が不十分であることが影
響しているのではないかと考える。 
４）がん臨床看護職の遺伝性腫瘍医療に関す

る教育ニーズ 
研修で学びたい内容を選択してもらった

結果は以下の通りであった（複数回答）。 
表 遺伝性腫瘍の研修で学びたい内容 （N=306） 



内 容 
人数 

（有効％） 

家族性腫瘍の病態について 
205 名

（69.3％） 

遺伝カウンセリングについて 
191 名

（64.5％） 

遺伝子検査について 
179 名

（60.5％） 
家族性腫瘍患者と家族への関わり方につ
いて 

169 名
（57.1％） 

遺伝学一般について 
168 名

（56.8％） 
家族性腫瘍患者と家族への看護実践例に
ついて 

158 名
（53.4％） 

がんの病態について 
124 名

（41.9％） 

家系図の描き方について 
58 名

（19.6％） 

 研修参加を阻害する要因の選択回答の結
果は以下の通りであった（複数回答）。その
他の要因として、研修の情報を知らないとし
た者が 11 名いた。 

表 研修への参加を阻害する要因  （N=306） 

阻害要因 
人数 

（有効％） 

開催場所（九州外） 
122 名

（45.2％） 

参加費用が高い 
115 名

（42.6％） 

週休や年休を使っての参加 
109 名

（40.4％） 

宿泊が必要 
100 名

（37.0％） 

開催期間が 2 日以上 
83 名

（30.7％） 

開催場所（県外で九州内） 
59 名

（21.9％） 

関心の程度 
39 名

（14.4％） 

その他 
24 名

（ 8.9％） 

開催場所（市外で県内） 
22 名

（ 8.1％） 

開催場所（院外市内） 
5 名

（ 1.9％） 

開催場所（院内） 
3 名

（ 1.1％） 

がん臨床看護職が「がんと遺伝」に関与す
る機会は今後ますます増えていくことが推
察される。今回対象となったがん臨床看護職
の遺伝性腫瘍に関する認知度は概して低か
った。これは知識を持たないことが大きく影
響していたため、看護職のニーズに合った研
修を開催することで知識を得る機会をつく
ることが必要である。また、相談窓口を明確
にするために、遺伝カウンセラーを含めた遺
伝相談部門の構成員は看護職に対して自ら
の存在を積極的にアピールしていくことが
必要である。がん看護関連の専門看護師、認
定看護師は、看護師からがんと遺伝に関する
相談を受ける機会が増えてくることが推察
されるため、遺伝性腫瘍に関する最低限の知
識を習得し、相談に対し適切に調整していく
ことができるようにしておく必要がある。 
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